
ふるさと納税 

海外居住と納税管理人 

ふるさと納税と海外居住の関係 

 ふるさと納税が自己負担 2,000 円で済む

寄附の上限金額は、今年の収入・所得・控

除によって計算されます。ふるさと納税を

すると、翌年６月の住民税が減額される仕

組みなのですが、これから年末にかけて海

外赴任をされる方は注意が必要です。 

来年１月１日に住民税の課税判定 

 住民税は原則として１月１日に居住地の

市町村で課税されます。１月１日をまたい

でおおむね１年以上海外で居住される方に

は、来年６月からの住民税は課税されない

仕組みになっています。つまり、今年ふる

さと納税をしていても、来年の住民税が課

税されないという事は、ふるさと納税で本

来控除される住民税分は、その役割が失わ

れるため、結果的に純粋な寄附として扱わ

れる事になります。 

出国時は確定申告が必要 

 サラリーマンの方が年の途中に出国し、

非居住者となる場合は、勤務先以外の収入

がある場合は確定申告が必要となります。

また、勤務先のみの収入でも、当年にふる

さと納税をしている場合は、非居住者とな

り、住民税が課税されず控除が効かない場

合でも、出国時の確定申告では所得税の寄

附金控除が受けられますので、申告書を提

出するようにしましょう。 

引き続き国内で所得がある場合 

 非居住者でも、不動産賃貸等国内で発生

する所得（国内源泉所得）がある場合、所

得税は課税されます。対して住民税所得割

額は課税されないので、ふるさと納税をし

ても住民税部分の控除は受けられません。 

 なお、国内源泉所得がある非居住者の場

合は、毎年確定申告をする必要があります。

国内に納税管理人を定めて、書類の受け取

りや確定申告や所得税の還付・納付、固定

資産税の支払等を行ってもらう事になりま

す。 

納税管理人を定められなかった場合 

 出国の時までに納税管理人を定められな

かった時は、国内源泉所得が発生する場合、

出国の年は出国前までの申告と、出国後か

ら 12 月末までの申告をすることになりま

す。１年に２回確定申告をする必要があり

ます。２度手間となるので、納税管理人は

出国前に届出を出しておきましょう。 
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折角ふるさと納税したの

に、急に12月から海外赴

任になるなんて…… 


